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Ⅰ 高等専門学校の現況及び特徴 
１ 現況 
（１）高等専門学校名 
   福島工業高等専門学校 
（２）所在地 
   福島県いわき市 
（３）学科等の構成 

学科：機械工学科，電気工学科，物質工学科， 
建設環境工学科，コミュニケーション情 
報学科 

専攻科：機械・電気システム工学専攻，物質・環 
境システム工学専攻，ビジネスコミュニ 
ケーション学専攻 

（４）学生数及び教員数（平成19年5月１日現在） 
学生数                   単位：人 

準学士課程   1 2 3 4 5 合計 
機械工学科     42 43 44 38 35 202 
電気工学科 44 40 44 40 38 206 
物質工学科 43 40 44 39 40 206 

建設環境工学科 43 40 41 39 32 195 
ｺﾐｭﾆｹ ｼーｮﾝ情報学科 42 42 39 41 38 202 

計 214 205 212 197 183 1,011
 

専攻科課程 1 2 合計 
機械・電気システム工学専攻 12 8 20 
物質・環境システム工学専攻 8 8 16 
ビｼ ﾈ゙ｽコﾐｭﾆｹー ｼｮﾝ学専攻 8 4 12 

計 28 20 48 

教員数                   単位：人 
区分 教授 准教授 講師 助教 合計 

一般教科 9 8 7 0 24 
機械工学科 4 4 1 2 11 
電気工学科 4 3 2 1 10 
物質工学科 4 4 3 2 13 

建設環境工学科 4 3 1 2 10 
コﾐｭﾆｹー ｼｮﾝ情報学科 4 1 4 1 10 

計 29 23 18 8 78 

２ 特徴 
福島工業高等専門学校（以下，「本校」という。）は，昭

和36年６月の高専制度創設に伴い，高専の第一期校とし

て昭和37年４月に当初「平工業高等専門学校」の校名で

設立された。その後，昭和41年に当時の平市を含む近隣

市町村の大同合併による新たな「いわき市」の誕生に伴い，

昭和42年６月にその校名が「福島工業高等専門学校」に

改称され，現在に至っている。本校は，これまで４0数年

間にわたり，福島県内における唯一の国立の工学系高等教

育機関として実践的な技術者の育成に貢献し，平成19年    

４月現在で6, 074名の卒業生（準学士課程）及び49 
名の修了生（専攻科課程）を社会に送り出してきた。 

本校は，昭和37年の設立当初は機械工学科，電気工学 
科及び工業化学科の３学科であったが，昭和 41 年４月

土木技術者の早期育成を目的として土木工学科が新設

され，さらに平成６年４月情報技術を活用したコミュニ

ケーション科学と技術に関する教育と研究を行う新し

い学科のコミュニケーション情報学科が設置され，５学

科体制となった。また，平成７年から８年にかけては，

科学技術の進展と時代の要請に合わせ，土木工学科が建

設環境工学科に，また工業化学科が物質工学科へとそれ

ぞれ改組された。本校はその後平成 15 年度まで５学科

体制であったが，平成 16 年４月、新たに「機械・電気

システム工学専攻」，「物質・環境システム工学専攻」及

び「ビジネスコミュニケーション学専攻」の３専攻から

成る専攻科が設置された。本校はそれ以後，工学系４学

科とビジネス系１学科から成る準学士課程と上記３専

攻から成る専攻科課程を併せ持つ５学科１専攻科体制

の高等教育機関として現在に至っている。 
本校はこれまで，「広く豊かな教養と人間力の育成」，

「科学技術の基礎的素養と創造性及び実践性の育成」及

び「固有の才能の展開と国際的視野及びコミュニケーシ

ョン能力の育成」を教育理念とし，工学系４学科では「①

十分な基礎学力の上に専門知識を修得し，知識創造の時

代に対応できる技術者，②モノづくりと環境保全の調和

に配慮できる技術者，③外国語能力を備え，ビジネス系

の知識も獲得した実践的技術者」の育成，またコミュニ

ケーション情報学科では「①管理能力を持ったビジネス

系の実践的職業人，②国際社会に対応したビジネスコミ

ュニケーション能力を持った職業人，③情報技術を備え，

工学的知識も獲得した実践的職業人」の育成に当たって

きた。特に準学士課程ではモノづくりのための実験・実

習を重視した早期実践教育を行っており，また専攻科課

程では，本校の特徴である工学系及びビジネス系の専攻

を併せ持つ利点を生かし，他高専では実現が困難と思わ

れる従来の専門分野の枠を越えた工学系・ビジネス系融

合のシナジー教育のカリキュラムの下で「経営のわかる

実践的技術プロフェッショナル」及び「技術のわかる実

践的ビジネスプロフェッショナル」の育成を目指した創

造的な教育を行っており，教育研究のさらなる充実と高

度化に努めている。 
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Ⅱ 目的 

１．福島工業高等専門学校の目的と使命 

福島工業高等専門学校（本校）は「教育基本法及び学校教育法に基づき，深く専門の学芸を教授し，職業

に必要な能力を育成する」ことを目的とし，また，本校専攻科は「高等専門学校における教育の基礎の上に，

精深な程度において学際的領域や広い視野に目を向けた高度な専門的学術を教授研究し，もって豊かな教養

と人格を備え，広く産業の発展に寄与する人材を育成する｣ことを目的として，「地球的視野から人や社会及

び環境に配慮できる人間性豊かで国際的に通用する実践的且つ創造的な技術者及び職業人を育成する」こと

を使命としている。本校では，その目的及び使命を達成するため，以下のような教育理念，学習・教育目標，

養成する人材像及び卒業（修了）時に身に付けるべき学力や資質・能力を定め，その実現に努力している。 

 

２．教育理念 

本校では，独立行政法人国立高等専門学校機構法第３条に定められた高専機構の目的に沿い，教育理念と

して次の３項目を掲げている。 

１）広く豊かな教養と人間力の育成 

２）科学技術の基礎的素養と創造性及び実践性の育成 

３）固有の才能の展開と国際的な視野及びコミュニケーション能力の育成 

 

３．学習・教育目標 
１）地球的視野から人や社会や環境に配慮できる能力を養うために，倫理･教養を身につける。 

２）工学およびビジネスの幅広い基礎知識の上に，融合・複合的な専門知識を修得し，知識創造の時代に 

柔軟に対応できる能力を身につける。 

３）工学系科目－ビジネス系科目の協働（シナジー）効果により，複眼的な視野を持って自ら工夫して新し

い産業技術を創造できる能力を身につける。 

４）情報収集や自己学習を通して常に自己を啓発し，問題解決のみならず課題探究する能力を身につける。 

５）モノづくりやシステムデザイン能力を養うことにより，創造的実践力を身につける。 

６）情報技術を活用して，国際社会で必要なコミュニケーション能力およびプレゼンテーション能力を身

につける。 

 
４．養成する人材像 
  本校の準学士課程は工学系４学科及びビジネス系１学科，また専攻科課程は工学系２専攻及びビジネス系１

専攻から構成されており，「工学－ビジネス」の融合したシナジー教育が特色である。以下に，本校で養成す

る人材像を列記する。 

Ａ．工学系の学科と専攻 

１）十分な基礎学力の上に専門知識を修得し，知識創造の時代に柔軟に対応できる技術者 

２）モノづくりと環境保全の調和に配慮できる技術者 

３）外国語能力を備え，ビジネス系の知識も獲得した実践的技術者 

Ｂ．ビジネス系の学科と専攻 

１）管理能力を持ったビジネス系職業人 

２）国際社会に対応したビジネスコミュニケーション能力を持った職業人 

３）情報技術を備え，工学的知識も獲得した実践的職業人  
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準学士課程の各学科で養成する人材像 

学 科  目標と養成する人材像  
機械工学科  機械工業のみならず一般産業を含めた広い分野において科学技術の進展に対処できる機械技術

者の育成  
電気工学科  電気・電子・情報技術を中心として産業界の分野で活躍できる技術者の育成  
物質工学科  時代のニーズに即した種々の機能性材料を開発，生産する化学，医薬品，食品工業をはじめ，機

械，電気，電子工業などの素材技術者の育成  
建設環境工学科  建設技術の基礎の上に，自然環境に配慮しながら持続可能な開発や社会基盤施設の建設に対応で

きるシビルエンジニアの育成  
コミュニケーション

情報学科  
「ビジネス」，「英語」，「情報」に重点を置いたコミュニケーション科学に関する教育・研究

により，ビジネス社会の現場で活躍できる人材の育成  
 

専攻科課程の各専攻で養成する人材像 

専 攻 目標と養成する人材像 

機械・電気システム 

工学専攻 

準学士課程の機械工学科，電気工学科のそれぞれの専門的な基礎の上に，機械設計関連，システ

ム制御関連，電子物性関連及び情報関連分野に関する高度で応用性の高い専門科目を履修する。

さらに高度な環境工学関連の科目を履修する。さらにビジネス系科目を履修することにより，自

己の専門領域を超え，環境への影響を考慮しつつ先端に柔軟に対応できるスキルを身に付けた

「実践的技術プロフェッショナル」の養成をめざす。 

物質・環境システム 

工学専攻 

準学士課程の物質工学科，建設環境工学科のそれぞれの専門分野の基礎学力を充実させ，その応

用性や専門性を深めさせ，さらに，技術経営論やベンチャービジネス論などのビジネス系科目を

履修することにより，境界領域分野ヤ高度情報化社会における先端技術の開発や技術移転にも対

応できる「実践的技術プロフェッショナル」の養成をめざす。 

ビジネスコミュニケ

ーション学専攻 

準学士課程のコミュニケーション情報学科の英語，情報，コミュニケーション科学を中心とした

社会科学の基礎の上に，経営管理系科目，生産管理系科目，ベンチャー・地域計画学の専門科目

を履修する。さらに工学系科目を履修することにより，工学的知識を獲得し，利用できるスキル，

国際社会に対応したビジネスコミュニケーション能力，モノづくりの生産ラインに係わるマーケ

ットリサーチ，企画，開発，生産，流通管理，販売の実務能力を併せ持ち，地域に根ざしたグロ

ーバルな視点を持つ「実践的ビジネスプロフェッショナル」の養成をめざす。 

 

５．卒業（修了）時に身に付けるべき学力や資質・能力 
Ａ．卒業時に身に付けるべき学力や資質・能力（準学士課程） 

１）人や社会や環境に配慮できる能力を養うための倫理・教養 

２）工学およびビジネスの幅広い基礎知識を修得し，柔軟に対応する能力 

３）複眼的な視野を持って自ら工夫し，新しい技術を創造する能力 

４）情報収集や自己学習を通して常に自己を啓発し，問題解決や課題探求する能力 

５）モノづくりやデザイン能力を生かした創造的実践力 

６）情報技術を活用したプレゼンテーション能力とコミュニケーション能力 

 Ｂ．修了時に身に付けるべき学力や資質・能力（専攻科課程） 

１）地球的視野から人や社会や環境に配慮できる能力を養うための倫理・教養 

２）工学およびビジネスの幅広い基礎知識の上に，融合・複合的な専門知識を修得し，知識創造の時代に  

柔軟に対応できる能力 

３）工学系科目－ビジネス系科目の協働（シナジー）効果により，複眼的な視野を持って自ら工夫して新

しい産業技術を創造できる能力 

４）情報収集や自己学習を通して常に自己を啓発し，問題解決のみならず課題探究する能力 

５）モノづくりやシステムデザイン能力を生かした創造的実践力 

６）情報技術を活用した，国際社会で必要なコミュニケーション能力およびプレゼンテーション能力 
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Ⅲ 選択的評価事項Ａ 研究活動の状況 

 

１ 選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」に係る目的 

 

 本校における研究活動の目的は，第一期福島工業高等専門学校中期計画（平成15年12月策定）の中の「教育研究等の質に関する目

標（Ⅰ）」に「教員研究を活発化し，教育や地域への還元を図る」として具体的に定めている。この目的を達成するために、研究活

動に携わる教員等の配置を行い、それぞれが担当する専門分野のテーマを持ってその研究活動に取り組んでいる。 

＜福島工業高等専門学校の中期計画（抜粋）＞ 

３ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）取り組むべき研究の在り方や領域 

○研究の教育への還元に関する具体的方策 

・卒業研究は、指導教員の専門分野に関連した領域での課題について実施し、学生に学会発表可能なレベルまで向上させるこ

とを目標とする。 

・専門科目の講義において、研究内容紹介を短時間取り入れ学生に最先端技術の知識を与える。 

・教員の研究発表会を学科単位で実施し、学生に聴講させることで専門領域の先端知識等を習得させる。 

○地域の産業界からの技術相談、共同研究に対応するための研究の在り方や領域 

（テクノセンター等の産学共同施設における研究等を含む） 

・環境科学教育研究センターと地域交流センターを統合して地域創造センターに改組し、循環型社会創生事業を始めとする地

域の産業創生活動を積極的に支援できる体制を整える。 

・地域創造センターを中心に、地域ニーズの把握および学内への周知体制を強化し、その領域に近い分野の研究者グループを

組織して研究を進める。 

・福島高専の技術シーズをより明確化（技術シーズ集作成、データベース化、ホームページで公開）し、共同研究のマッチン

グを積極的に推進する。 

・研究者総覧をさらに充実させて、ホームページに公開するとともに地元企業等にも配布する。 

（２）取り組むべき研究を実施するための実施体制等の整備 

・研究専門分野の近い教員で研究グループを構築し、科学研究費補助金等の申請を倍増するとともに、組織的に取り組める研

究体制を強化する。 

・研究組織、研究内容をホームページに公開する。 

・技術相談室並びに地域交流センターによる共同研究等に対する契約（特許等の知的財産権の帰属、研究費の分担割合）の支

援体制を強化する。 

・各教員に講義のない曜日を設定し、研究活動に専念できるようにする。 

（３）その他の特記事項 

・研究グループ内での講義・研究の担当割合について柔軟に対応する制度を導入する。 

・地域ニーズに対応できる窓口を統一し、地場産業を活性化する。 

・大型プロジェクト研究をも可能とする人材育成、教員の研究体制を確立する。 

・特許申請実績をホームページに公開し、発明内容の発表会を実施する。 
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２ 選択的評価事項Ａ「研究活動の状況」の自己評価 

（１）観点ごとの分析 

観点Ａ－１－①： 高等専門学校の研究の目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整備

され，機能しているか。 

 

（観点に係る状況） 

 本校における研究目的は，福島高専中期計画（平成 15 年 12 月策定）の中の「教育研究等の質の向

上に関する目標（Ⅰ）」において，「教官研究を活発化し，教育や地域への還元を図る。」として定

められている。 

この目的を達成するために，本校では機械工学科 11 名，電気工学科 10 名，物質工学科 13 名，建

設環境工学科 10 名，コミュニケーション情報学科 10 名，及び一般教科 24 名の合計 78 名の研究に

携わる教員を配置している（資料 Ａ－１－①－１ ）。これらの教員が，本校の定める上記の研究目

的に沿った各々の専門分野のテーマを設定し研究に取り組んでいる（資料Ａ－１－①－２）。 

これらの研究に係る研究費の配分については，まず，運営費交付金（平成 15 年度までは文科省配

当の校費予算）の中から，特定経費，一定比率の管理運営費及び共通教育経費等を控除して各学科経

費として配分した後，学科の中でさらに教員個人の研究費として再配分している。研究旅費について

は，共通分（教育運営旅費等）を控除し，教員定員（教授，准教授，講師及び助教）により各学科に

配分している。また，校長裁量経費から学科の枠を越え別枠で，プロジェクト研究費，ポイント制に

よる助成費（17 年度から教員活動支援経費）等を教育研究の一層の活性化を図るための戦略的経費

として配分している。平成 16 年度の法人化後は，個人への研究費の配分を減額し，プロポーザル方

式や個人評価による配分を充実させるとともに，戦略的且つ計画的な予算配分の下で効率的な研究費

の執行を行っている（資料Ａ－１－①－３）。 

 

資料Ａ－１－①－１ 

 教授 准教授 講師 助教 

   博士取得者  博士取得者   博士取得者   博士取得者

機械工学科 4 3 4 3 1 0 2 1 

電気工学科 4 4 3 3 2 2 1 1 

物質工学科 4 4 4 2 3 2 2 2 

建設環境工学科 4 4 3 3 1 1 2 2 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 4 3 1 1 4 2 1 0 

一般教科 9 1 8 2 7 4 0 0 

合 計 29 19 23 14 18 11 8 6 

 

 

 

 

（出典：総務課資料） 
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資料Ａ－１－①－２ 
 

機械工学科  

氏 名 研究テーマ 

佐東 信司 

・Al 合金の摩擦撹拌接合による微細組織と強度特性 

・地域伝統芸能じゃんがら踊りのロボット化 

・ゴルフロボットを用いたゴルフクリニックの開設 

・セラッミックス系先進複合材料の開発と強度特性の評価 

渡辺 敏夫 
・低周波音の聴覚特性に関する研究 

・音響，振動信号による加工状態の判定に関する研究 

石垣 義尚 ・フレキシブルアクチュエータによる管内移動ロボットの研究 

天野 耀鴻 

・ロボットに関する研究 

・インテリジェント制御 

・電気機器の最適設計 

・パワーエレクトロニクスに関する研究 

・自然エネルギーに関する研究 

松本 匡以 

・モノづくり支援システムの開発 

・古代の工作機械の復刻に関する研究 

・簡易リハビリ機器の開発 

一色 誠太 
・スターリングエンジンの実用化に関する研究 

・風力発電に関する研究 

松尾 忠利 

・特異積分方程式を用いた応力解析に関する研究 

・ゴルフロボットを用いたゴルフクリニックの開設 

・高反発特性を有する複合材料の開発 

篠木 政利 

・植物油を用いたディーゼル機関に関する研究 

・往復振動流場における熱物質輸送特性に関する研究 

・木質バイオマス利用のスターリングエンジンに関する研究 

髙橋  章 ・並列ループ型熱サイフォンの伝熱特性に関する研究 

鈴木 茂和 

・板紙の加工特性と機械的性質の関係 

・打抜工具の摩耗特性評価 

・多孔質複合材料の動特性評価 

・地域伝統芸能じゃんがらロボットの開発 

平尾 篤利 ・減圧雰囲気放電加工における高精細仕上げ加工 

 

電気工学科  

氏 名 研究テーマ 

春日  健 ・フォールトトレラントコンピュータシステムの構成 



福島工業高等専門学校 選択的評価事項Ａ 
 

 7

渡辺  博 ・圧電弾性波素子とその応用に関する研究 

大槻 正伸 
・計算量理論，計算論的学習理論 

・立体錯視の脳内計算モデル 

鈴木 晴彦 

・反磁性材料を用いた非接触機器の開発に関する研究 

・酸化物バルク超電導体の磁気浮上応用に関する研究 

・誘電性材料の電気物性に関する研究 

山本 敏和 
・高温高密度プラズマの生成とその応用 

・太陽追尾型光発電システムの開発 

濱﨑 真一 ・誘電材料の開発とその応用 

山田 貴浩 

・合成開口レーダ画像のポラリメトリック解析 

・人工衛星画像内のパターン抽出と解析 

・リモートセンシングデータの環境評価・教育への応用 

・レンジデータを用いた構造物のモデリングと応用 

伊藤  淳 

・絶縁・誘電材料の等価回路解析 

・反磁性材料を用いた非接触機器の開発に関する研究 

・酸化物バルク超電導体の磁気浮上応用に関する研究  

小泉 康一 ・カード配布と秘密鍵共有に関する研究 

三浦靖一郎 ・物性基礎論，工学教育，理科教育 

 

物質工学科  

氏 名 研究テーマ 

井上 和人 ・新規重縮合系高分子の創製 

伊藤 正義 
・ケイ素系高分子材料の研究開発 

・塩化マグネシウム系乾燥剤の開発 

青柳 克弘 

・新規ポルフィリン，ポルフィリン誘導体，ポルフィリン金属錯体及び再構成

ヘム蛋白質の合成と性質                        

・ヘムの異常代謝反応中間体に関する研究 

・新規酵素モデルの構築 

天野 仁司 

・蛋白質構造解析のための発現プラスミドの構築 

・重金属耐性遺伝子の探索 

・化学・分子生物学教育のための教材及び教授法の開発 

内田 修司 
・釉薬の発色について 

・無機材料表面の機能化 

酒巻 健司 

・非線形電気化学振動反応による時空間制御 

・フォトニクス ユビキタス光機能材料 

・ナノサイエンス 走査型トンネル顕微鏡の開発 
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鴨下 祐也 

・水耕栽培による屋上緑化 

・畜産廃棄物の有効利用（芝育成資材としてのリサイクル） 

・ヨウ素による浴槽水の殺菌・有機塩素分解菌の探索・汚泥などの廃棄物の臭

気抑制 

青木 寿博 ・触媒反応の定常･非定常速度解析 

押手 茂克 

・イオン液体を形成する新規イオン対相分離現象の研究 

・有害物質の均一液液抽出法を用いる計測法の開発 

・有害物質の新規回収法の開発 

柴田 公彦 

・アミノ酸ラセマーゼの酵素学的諸特性の解析 

・D-アミノ酸の生理的役割の解明 

・水産未利用資源の利活用に関する研究 

梅澤 洋史 ・新規二次非線形光学材料の開発 

羽切 正英 

・分光学的手法による芳香族分子の光励起素過程の研究 

・光機能性材料の開発 

・新規分光法の開拓 

 

建設環境工学科 

氏 名 研究テーマ 

根岸 嘉和 

・基本構造要素の力学解析理論の精密化に関する研究 

・構造要素の数値解析法の精密化に関する研究 

・新しい鋼・コンクリート複合構造物のコンセプトの開発 

山ノ内正司 
・AE 法によるコンクリートの内部ひび割れの評価 

・コンクリートのひび割れ解析 

原田 正光 

・ヨシ植生地の調査と保全 

・ホタルの生息環境の調査と改善 

・雨水の貯留と有効利用 

金子 研一 

・都市トンネルの施工法に関する研究 

・構造物の維持管理に関する研究 

・鉄筋の錆に関する研究 

緑川 猛彦 
・コンクリートのフレッシュ性状に関する研究 

・コンクリート用浸透性吸水防止材に関する研究 

森田 年一 ・飽和砂地盤の地震時挙動に関する研究 

齊藤 充弘 

・人口減少下の都市計画・地域計画 

・新しいまちづくりの手法に関する研究 

・まちづくりにおけるユニバーサルデザインの実践に関する研究  

菊地 卓郎 
・流れによる固体粒子の輸送問題 

・流れのシミュレーション 
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田村 綾子 ・リモートセンシングによる地球環境解析，地圏環境情報の抽出 

髙荒 智子 ・浄水処理における有機物処理 

 

コミュニケーション情報学科 
 

氏 名 研究テーマ 

森川  治 ・多値様相論理学 ・ゲーム理論の論理学的考察 

田代  均 

・生産管理に関する研究 

・効率的な製品開発システムについて 

・企業の環境保全戦略について 

・高炭素鋼線の高強度化システムについて 

渡部 順一 

・産学官及び地域連携の研究 

・中小企業の技術開発戦略について 

・ベンチャー企業の成長戦略について 

内山 昭代 

・ブックデザイン制作と東西の本の歴史研究 

・デザイン図形，色彩，パターン制作と媒体応用展開 

・子どもの本と歴史研究 

芥川 一則 

・地方政府における私的財供給に関する研究 

・地方における観光産業の経済効果についての研究 

・情報技術を利用して市場分析についての研究 

島村  浩 

・メタデータの有効活用 

・Semantic Web の実用化 

・初等中等教育の授業支援 

渡部美紀子 
・時価情報開示の変遷 

（米国における時価情報開示の変遷と全面公正価値会計への推移） 

松本 行真 ・マーケティングリサーチを取り入れた地域活性化 

遠原 智文 
・研究開発活動のグローバル化 

・地域中小企業の経営戦略 

松江 俊一 

・ロシア語動詞の体の用法 

・樺太アイヌと日露の関係について 

・いわき市における文化振興に関する研究 

 

一般教科 

氏 名 研究テーマ 

山野 和一 ・幾何学の物理への応用 

根本 信行 ・物理教育 
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秋山 秀博 
・柔道の技の変遷 

・柔道の技の体系 

西山 公紀 
・１７世紀英文学(John Donne の作品研究)，英国ルネッサンス期の宗教思想，

CALL を活用した英語学習法 

鳥居 孝栄 
・英語の否定表現 

・英語の類義語の意味分析 

鈴木 三男 ・物理教育 

宮澤 泰彦 ・英語の間接発話行為表現の認知言語学的手法による解明 

髙野 克宏 
・インド中期中観派の思想史研究 

・日本における仏教思想の影響の研究 

笠井  哲 

・科学技術史を踏まえた技術者倫理 

・日本近世芸道思想の研究 

・カント倫理学の研究 

井川  治 ・等質空間上の幾何学 

石原 万里 ・シェイクスピアの作品研究  

新井  広 ・model の理論とその応用 

吉村 忠晴 
・交通ネットワークの発達と立地戦略の変化 

・ＧＩＳを利用した都市における生活環境分析 

根本 昌樹 ・スプリント技術，走り幅跳び踏み切り技術 

坂内 昌徳 ・第二言語における文法素性と形態の習得とそのプロセス 

川﨑 俊郎 

・近代日本における国土空間・社会空間の編成過程に関する研究 

・公権力の空間認識に係る近代歴地理学的研究 

・明治期から昭和戦前期における地方中小金融機関の地域的展 

西浦 孝治 ・非線形エルゴード定理とその応用 

髙橋 宏宣 
・太宰治研究 

・尾崎一雄研究 

木原  淳 ・主権国家の理論的生成，カントの法哲学 

道上 達広 ・惑星科学 

中山 悟視 

・アメリカ小説研究 

・Kurt Vonnegut 作品の抜本的再解釈と後期作品の評価 

・アメリカ文化と文学（芸術）の力学について 

島袋  修 ・Ｐ＆Ｑ多項式スキームのモジュラー表現の研究 

鈴木 正樹 
・複素領域における非線形常微分方程式の研究 

・ガルニエ系及びその退化系について 

髙橋 圭介 ・現代日本語における思考動詞の意味，及び文法的特徴の記述・分析 

（出典：認証評価小委員会資料）
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資料Ａ－１－①－３ 

主な教育研究経費の事項と予算額（当初予算額）        単位：千円

教育研究経費の事項 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度

一般教科，専門教科，専攻科経費           

（教員研究費，技術部研究費含む） 
59,659 44,323 44,623

中期計画推進経費                        

(学科・専攻科戦略経費，教員活動支援経費含む）
0 17,000 17,300

校長戦略経費 17,514 16,900 14,000

附属施設経費 21,940 18,327 15,827

学生支援経費                            

（授業用経費，学生指導経費等） 
6,918 5,077 5,077

教育用電子計算機経費 6,804 5,980 5,920

非常勤講師経費 27,771 27,493 27,218

教員研究旅費等 7,242 7,112 6,627

計 147,848 142,212 136,592

（出典：運営会議資料） 

 

本校では，教育研究活動の外部への情報発信と地域連携の推進等を目的として，平成 19 年４月１

日現在，通巻第 47 号までの「研究紀要」及び通巻第２号までの「教育研究談話会記録」の発行を行

っている（資料Ａ－１－①－４～５）。 

外部資金の中で特に重要な文部科学省科学研究費補助金の獲得をさらに図るため，「科学研究費補

助金の獲得及び申請書類作成に係る講演会」等を毎年企画し開催している（資料Ａ－１－①－６）。

また，教員研究のさらなる活性化と高度化を図るため，国立高等専門学校機構の在外研究員制度や内

地研究員制度に基づく教員派遣を行っている（資料Ａ－１－①－７～８）。 

共同研究等，他の研究機関や地域社会との連携体制として，地域環境テクノセンターを設置し，

事務部総務課に新たに地域連携係を設けている（資料Ａ－１－①－９～10）。 

地域社会との連携体制として，平成５年 10 月に「福島高専協力会」が福島高専の教育研究の振興

及び地域社会との連携発展に資する目的で設立された。現在，会員として地元企業約 100 社が入会し

ており，同会は福島高専の教育研究の振興，地域との連携・協力，技術開発及び技術者再教育及び地

域貢献等に係る資金助成等の活動を行っている（資料Ａ－１－①－11）。本校では，同会の助成を受

けて，産学官連携のつどい（資料Ａ―１―12）を毎年１回開催するほか，市民（児童・生徒を含む）

を対象とした技術セミナーや公開講座，体験実習，公開実習等も企画実施している。また，人材情報

の産学連携データベースとして，福島工業高等専門学校『技術／教育シーズ集』（資料Ａ－１－①―

13）を刊行し，協力会会員へ配布している。 

一方，共同研究等や地域連携の一層の推進を図る目的で，教員総覧の発行を行っている（資料Ａ－

１－①－14）。さらに，いわき市との連携協力に関する協定や福島大学との友好協力及び学術交流に

関する協定を締結し，本校教員の研究成果が地域において有効に活用されるような体制を作り上げて

いる（資料Ａ－１－①－15～16）。 
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資料Ａ－１－①－４ 
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（出典：図書館資料）
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資料Ａ－１－①－５
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（出典：福島高専教育研究談話会記録）
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資料Ａ－１－①－７ 

平成 18 年度高等専門学校機構在外研究員 
 

年 度 所属・職名 氏 名 研 究 課 題 研 究 場 所 

平成 18 
一般教科 

助教授 
石原万里 

高専英語教育推進のため

の英語留学 

バーミンガム大学 

（イギリス） 

（出典：総務課資料）

資料Ａ－１－①－６ 

外部資金獲得のための講演会 
 

実施日時 説明会等の名称 説明者等 実施内容 

平成 16 年７月 26 日 
科学研究費補助金

に関する説明会 

(独)日本学術振興

会研究事業部研

究助成課次長 

吉野 明 

・科研費制度の概要説明 

・科研費の審査方法等に

ついて 

・科研費申請のルールに

ついて 

・科研費補助金の不正な

使用の防止について 

 

平成 17 年８月 12 日 
外部研究資金の獲

得に関する講演会 

茨城大学大学院理

工学研究科応用粒

子線科学専攻教授 

友田   陽 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科

助教授 

芥川 一則 

・外部研究資金の獲得経

験談 

 

 

・科研費の獲得について 

「無欲で書いた申請書」

平成 18 年８月 11 日 
外部研究資金の獲

得に関する講演会 

茨城大学広域水圏

環境科学教育研究

センター長教授 

三村 信男 

・科学技術基本計画と最

近の競争的研究費の現

状―研究活性化のため

に 

平成 18 年 12 月 26 日 

外部資金獲得及び

知的財産に関する

講演会 

地域環境テクノセ

ンター長・物質工

学科教授 

伊藤 正義 

地域環境テクノ副

センター長・ｺﾐｭﾆｹ

ｰｼｮﾝ情報学科教授 

渡部 順一 

・産学官民連携を考える 

 

 

 

・知的財産権の取扱いに

ついて 

 

（出典：総務課資料） 
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資料Ａ－１－①－８ 

平成 17 年度高等専門学校機構内地研究員 

年 度 所属・職名 氏 名 研 究 課 題 研 究 場 所 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 

講師 
島村 浩

セマンティックウェブの

リスク情報科学への応用

茨城大学大学院 

理工学研究科 

平成 17 

建設環境工学科 

助手 
菊地卓郎

固体粒子浮遊流における

乱流拡散方程式の解法と

底面での境界条件の設定

長岡技術科学大学 

工学部 

（出典：総務課資料） 

資料Ａ－１－①－９ 

 

福島工業高等専門学校地域環境テクノセンター規則 

 

（昭和１８年３月３０日）

（規  則  第  46 号）

                                           最終改正 平成 19 年 3 月 28 日規則第 44 号 

 

 （趣旨）                                          
第１条 この規則は，福島工業高等専門学校組織規則(昭和 62 年規則第 11 号)第１１条の２第２

項の規定に基づき，福島工業高等専門学校地域環境テクノセンター（以下「センター」とい

う。）の業務，組織及び運営について定めるものとする。 

 （目的） 

第２条 センターは，本校における産学官民交流の拠点とし，かつ，地域の活性化を図るとともに

人材の養成に資することを目的とする。 

 （部門） 

第３条 センターに，前条の目的を達成するため，次の各号に掲げる部門を置く。 

 （１）運営管理部門 

 （２）リエゾン部門 

 （３）技術支援部門 

 （４）教育支援部門 
 （業務） 

第４条 運営管理部門は，次の業務を行う。 

 （１）センターの運営，管理に関すること。 

 （２）前条各号に定める部門（以下「部門」という。）間の連絡調整に関すること。 
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 （３）センターが編集する研究論文集，シーズ集，報告集，広報等の情報管理に関すること。

 （３）その他センターに関する事項 

２ リエゾン部門は，次の各号に掲げる業務を行う。 

 （１）地域や他機関等との交流，連携に関すること。 

 （２）本校に対する支援団体との協力，連携に関すること。 

 （３）その他地域との交流，連携に関すること。 

３ 技術支援部門は，次に掲げる業務を行う。 

 （１）他機関との研究協力，研究支援に関すること。 

 （２）技術相談，技術指導に関すること。 

 （３）産学官民との連携に関すること。 

 （４）知的財産に関すること。 

 （５）その他技術支援に関すること。 

４ 教育支援部門は，次に掲げる業務を行う。 

 （１）出前授業・実験に関すること。 

 （２）学校開放事業に関すること。 

 （３）セミナー，公開講座等に関すること。 

 （４）小・中学生の教育支援に関すること。 

 （５）その他教育の支援に関すること。 

 （組織） 

第５条 センターに，次に掲げる者を置く。 

 （１）センター長 

 （２）副センター長 

 （３）センター員 

 （４）部門の業務を処理する教員 

 （５）学外有識者 

 （６）その他必要な教職員 

 （センタ一長） 

第６条 センタ一長は，教授をもって充て，校長が命ずる。 

２ センタ一長は，センターを統括する。 

 （副センタ一長） 

第７条 副センタ一長は，教授をもって充て，校長が命ずる。 

２ 副センター長は，センター長の職務を助ける。 

 （センター員） 

第８条 センタ一員は，教員のうちから，校長が命ずる。 

２ センタ一員は，センターの業務を処理する。この場合において，部門に定める業務のみを処

理することを妨げるものではない。 

 （学外有識者） 

第９条 センタ一に，必要に応じ学外有識者を置くことができる。 
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２ 学外有識者は，各部門の業務に関し助言を行い，また共同で企画立案を行う。 

３ 学外有識者は，必要に応じ，その都度校長が委嘱する。 

 （任期） 

第１０条 第５条第１項から第４項に掲げる者の任期は，２年とする。ただし，再任を妨げな

い。 

２ 前項の者に欠員が生じた場合の後任者の任期は，前任者の残任期間とする。 

 （運営委員会） 

第１１条 センターの運営に関する重要事項を審議するため，福島工業高等専門学校地域環境テ

クノセンター運営委員会（以下「委員会」という。）を置く。                 

 （組織） 

第１２条 運営委員会は，次に掲げる委員をもって組織する。 

 （１）センター長及び副センター長 

 （２）センター員 

 （３）各学科の教員のうちから校長が命じた者（第１号及び第２号に掲げる者を除く。） 

 （４）情報処理教育センターから教員１名 

 （３）総務課長及び総務課地域連携係長 

２ 第９条に定めるが学外有識者は，運営委員会に出席し，意見を述べることができる。 

 （委員長） 

第１３条 運営委員会に委員長を置き，センター長をもって充てる。 

２ 委員長は，運営委員会を招集し，その議長となる。 

３ 委員長に事故あるときは，副センター長がその職務を代行する。 

 （構成員以外の出席） 

第１４条 委員長が必要と認めたときは，構成員以外の者を出席させることができる。 

 （報告） 

第１５条 委員長は，運営委員会での審議事項を校長に報告するものとする。 

 （庶務）                

第１６条 委員会の庶務は，総務課において処理する。 

 （雑則） 

第１７条 この規則に規定するもののほか，運営に関し必要な事項は，センタ一長が定める。 

 

  附 則 

１ この規則は，平成１８年４月１日から施行する。 

２ 福島工業高等専門学校地域交流センター規則（平成 15 年 2 月 19 日規則第 9 号）及び福島工

業高等専門学校環境科学教育研究センター規則（昭和 62 年 3 月 7 日規則第 14 号）は，廃止す

る。 

  附 則（平成 19 年 3 月 28 日規則第 44 号） 

 この規則は，平成１９年４月１日から施行する。 

 

（出典：福島工業高等専門学校規則集）
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資料Ａ－１－①－10 

 

 

（出典：福島工業高等専門学校『技術／教育シーズ集』） 
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資料Ａ－１－①－11 
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（出典：福島高専協力会資料） 
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資料Ａ－１－①－12 

 

 

平成１９年３月２６日（月）午後３時～ 

パレスいわや（いわき市鹿島久保梅田）   入場無料 

 

・第１部 基調講演Ⅰ（午後３時より） 

「将来の社会を見据えた創造性」 

株式会社コンポン研究所 取締役副所長   服部 秀雄氏 

     基調講演Ⅱ（午後４時より） 

「創造性を引き出す１５歳からの技術者教育」 

独立行政法人国立高等専門学校機構 理事   

宮城工業高等専門学校 校長        四ツ柳隆夫氏 

 

・第２部 鼎談（午後５時より） 

株式会社コンポン研究所 取締役副所長   服部 秀雄氏 

独立行政法人国立高等専門学校機構 理事   

宮城工業高等専門学校 校長        四ツ柳隆夫氏 

福島工業高等専門学校地域環境副センター長 渡部 順一 

 

＊終了後，講師の方々を囲んで交流会を開催いたします。（参加費２,０００円） 

 

主  催   独立行政法人国立高等専門学校機構福島工業高等専門学校 

共  催   福島高専協力会 

後  援   東北経済産業局    福島県    いわき市 

いわき商工会議所   社団法人いわき産学官ネットワーク協会 

申込・問合せ先 福島工業高等専門学校会計課地域連携担当 

〒970－8034 いわき市平上荒川字長尾 30 

TEL   0246-46-0719  FAX 0246-46-0729 

E-mail：liaison_office@fukushima-nct.ac.jp 

 

 

（出典：地域環境テクノセンター資料） 
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資料Ａ－１－①－13 
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 （出典：福島工業高等専門学校『技術／教育シーズ集』） 
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資料Ａ－１－①－14 
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（出典：福島工業高等専門学校教員総覧） 
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資料Ａ－１－①－15 

 

 

（出典：総務課資料） 



福島工業高等専門学校 選択的評価事項Ａ 
 

 30

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ａ－１－①－16 

 

 

（出典：総務課資料） 
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（分析結果とその根拠理由） 

 各教員が研究活動を行っており，学内においては研究紀要あるいは教育研究談話会を通してその成

果を発表している。研究資金については，戦略的且つ計画的な配分を行い，効率的な研究費の執行に

努めている。また，科学研究費補助金等の申請獲得に関する講習会等を開催して，外部資金獲得の一

層の推進を図っている。地域環境テクノセンターでは，４つの部門（管理運営，リエゾン，技術支援，

教育支援）を設けて，地域からの技術相談，教育相談，あるいは共同研究の窓口として活動を行って

いる。外部支援機関である福島高専協力会と連携して，「産学官連携のつどい」等を毎年開催すると

もに，いわき市との連携協力や福島大学との学術交流の協定締結により，研究成果が地域において有

効に活用されるような体制を作り上げている。研究活動の支援のため，教員総覧や『技術／教育シー

ズ集』を刊行するとともに，ホームページでの公開も行っている。以上のことから，高等専門学校の

研究目的に照らして，研究体制及び支援体制が適切に整備され，機能している。 

 

 

観点Ａ－１－②： 研究の目的に沿った活動の成果が上げられているか。 

 

（観点に係る状況） 

研究推進及び財務内容の改善のために，文部科学省の科学研究費補助金や外部企業等との共同研究，

さらに受託研究及び奨学寄附金，その他の外部資金のさらなる獲得とその増加に努めている。 

 

（１）文部科学省科学研究費補助金 

科学研究費補助金については，平成 16 年度は 14 件申請して４件採択され，採択金額は 2,500 千円

であった。観点Ａ－１－①で述べた研究体制及び支援体制が適切に整備されていることから，平成

18 年度にはその申請件数が 30 件に増え，その内の 10 件が採択されて，採択金額は計 9,590 千円に

増加している（資料Ａ－１－②－１～２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ａ－１－②－１ 

科学研究費補助金の採択件数及び金額 
 

年 度 申請件数 採択件数 
金額 

（単位：千円） 

14 4 2,500 
平成 16  

（分担金） 2 381 

40 3 3,800 
平成 17 

（分担金） 1 580 

30 10 9,590 
平成 18 

（分担金） 3 700 

（出典：総務課資料） 
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資料Ａ－１－②－２ 

 

科学研究費補助金の採択状況（実績） 
 

年度 研  究  課  題 研究代表者 
金額 

(単位:千円) 

有限射影平面と直交配列の研究  
（基盤研究(C)） 

一般教科 
末竹 千博 

800

等質空間内の荷電粒子の運動  
（若手研究(B)） 

一般教科 
井川  治 

700

外部変調下における磁区構造のパターン 
発展（若手研究(B)） 

電気工学科 
三浦靖一郎 

400

平成 16 

往復振動場における熱伝達機構と熱音響理論 
の構築に関する研究（若手研究(B)） 

機械工学科 
篠木 政利 

600

地方政府における集積の経済の活用に関する 

実証的研究（基盤研究(C)） 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 

芥川一則 
500

高弾性・高反発力型金属基複合材料の開発と 
その応用（基盤研究(C)） 

機械工学科 
佐東信司 

2,600平成 17 

古英語詩の語順決定要因に関する実証的研究 
および電子コーパスの構築（基盤研究(C)） 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 
鈴木 敬了 

700

高弾性・高反発力型金属基複合材料の開発と 
その応用（基盤研究(C)） 

機械工学科 
佐東 信司 

900

地方政府における集積の経済の活用に関する 
実証的研究 

（基盤研究(C)） 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 
芥川 一則 

500

古英語詩の語順決定要因に関する実証的研究 
および電子コーパスの構築 
（基盤研究(C)） 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 
鈴木 敬了 

600

日本人英語学習者における一致形態素使用の 

随意性の要因に関する研究 
（基盤研究(C)） 

一般教科 

坂内 昌徳 
500

浸透性吸水防止材の基本性能の把握に関する 
研究（基盤研究(C)） 

建設環境工学科 
緑川 猛彦 

700

ピンフィン群熱交換器を用いるスターリング 

エンジンの研究（基盤研究(C)） 

機械工学科 

一色 誠太 
1,300

体験実習を取り入れた初等中等教育における 
工学教育用芽生え教材の研究・開発 
（若手研究(B)） 

電気工学科 
三浦靖一郎 

1,800

Ｐ＆Ｑ多項式スキームのモジュラー表現の 

研究（若手研究(B)） 

一般教科 

島袋  修 
800

海産無脊椎動物に含まれる新規化合物Ｎ-メ 
チル-Ｄ-アミノ酸の代謝および生理的役割 
（若手研究(B)） 

物質工学科 
柴田 公彦 

1,800

平成 18 

植物油を燃料としたディーゼル機関での排ガ 

ス熱交換器の開発（奨励研究） 

技術部 

高木 克久 
690

 

 

（出典：地域環境テクノセンター報告書） 
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（２）共同研究 

共同研究は，平成 16 年度が２件，金額が計 1,600 千円であったが，平成 18 年度は 8件，金額は計

9,590 千円と大幅に増加している（資料Ａ－１－②－３～４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ａ－１－②－３ 
共同研究（件数及び金額） 

 

年 度 件数 金額（単位：千円） 

平成 16  2 1,600 

平成 17 6 4,100 

平成 18 8 9,590 

（出典：総務課資料）

資料Ａ－１－②－４ 

共同研究（実績） 

年度 研究題目 共同研究者 担当教員 
金額 

（単位:千円）
大きな 3 次元的機
能 界 面 を 有 す る
ZnO を主体とする
多孔質半導体電極
の開発 

（株）巴川製紙所 
物質工学科 
大隈信行 

1,000 

平成 16 
ﾍﾞﾝｿﾞｵｷｻｼﾞﾝを骨格
とする環状前駆体
高分子の合成と新
しい熱硬化性高分
子の体系化 

豊橋技科大 
（高専機構） 

物質工学科 
井上和人 

600 

大きな 3 次元的機
能 界 面 を 有 す る
ZnO を主体とする
多孔質半導体電極
の開発 

（株）巴川製紙所 
物質工学科 
大隈信行 

1,000 

セルフコーチング
自己実現法（7 育 5
心 3V 法）の研究 

NPO 法人ライフ 
マネージメント 

センター 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 
渡部順一 

1,000 

金融に理解を深め
るための教育，啓
蒙活動研究 

福島県商工信用 
組合 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 
渡部順一 

500 

福島県内中小企業
の課題と将来展望   

福島県商工信用 
組合 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 
渡部順一 

500 

固体振動波計測に
よる板紙類の型抜
加工診断システム
の開発 

長岡技術科学大学 
機械工学科 
佐東信司他 

600 

平成 17 

エネルギー閉じ込
め振動を用いた圧
電トランスの研究 

スミダ電機㈱ 
電気工学科 
渡辺 博 

500 
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３．受託研究 

受託研究は，平成 16 年度が２件，金額が計 4,650 千円であったが，平成 17 年度は４件，金額が計

5,942.6 千円，また，平成 18 年度は３件，金額は計 3,150 千円と一定の実績を上げている（資料Ａ

－１－②－５～６）。 

 

 

年度 研究題目 共同研究者 担当教員 
金額 

（単位：千円）

平成 17 

（続） 

雨水の貯留・浸透

等による良好な水

循環の維持・回復

のための諸施策の

有効性に関する研

究 

いわき市 
建設環境工学科 

橋本孝一他 
3,500 

セルフコーチング

自己実現法(７育５

心３V法)の研究 

特定非営利活動法

人ライフマネジメ

ントセンター 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 

渡部順一 
1,000 

繊維強化複合材料

を用いたゴルフヘ

ッドの開発 

九州工業大学 
機械工学科 

佐東信司他 
0 

地域産業振興にお

ける金融機関と高

等教育機関の連携 

福島縣商工信用組

合 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 

渡部順一 
500 

薄板の押抜加工に

おける加工特性評

価システムの開発 

長岡技術科学大学
機械工学科 

佐東信司他 
300 

衛星画像解析によ

る中越災害復興プ

ロ セ ス の 時 系 列 

モニタリング手法

の開発 

長岡技術科学大学
建設環境工学科 

田村綾子他 
200 

アルカリ蓄電池電

極用充填材に関す

る研究 

本多電機㈱ 
物質工学科 

伊藤正義 
300 

平成 18 

燃料変化に伴うエ

ンジン堆積物比較

基礎燃焼実験 

北芝電機㈱ 篠木政利 100 

（出典：地域環境テクノセンター報告書）
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資料Ａ－１－②－５ 

受託研究の件数及び金額 
 

年 度 件 数 
    金 額 （単位：千

円） 

平成 16  2 4,650 

平成 17 4 5,942.6 

平成 18 3 3,150 

 

資料Ａ－１－②－６ 

受託研究（実績） 
 

年度 研究題目 共同研究者 担当教員 
金 額 

（単位:千円）

環境産業事業化支援モデ

ル事業（コーティング方

式による格安な色素増感

太陽電池の開発と事業

化） 

いわき市 

地域交流センタ

ー 

大隈信行 

3,150

平成 16 

3DS/Digital Die Design 

System（成形加工のシミ

ュレーションの統 CAE シ

ステム化への基盤技術） 

㈱シムトップス 
機械工学科 

永井康友 
1,500

道路構造物の塩分濃度に

関する研究 

東北コンクリート

保全技術検討会 

建設環境工学科 

緑川猛彦 
100

境川における河川水の浄

化方法についての研究 
いわき市 

建設環境工学科 

橋本孝一他 
840

雨水の貯留・浸透等によ

る良好な水循環の維持・

回復のための諸施策の有

効性に関する研究 

いわき市 
建設環境工学科 

橋本孝一他 
4,002.6

平成 17 

電源地域における雇用促

進対策調査「宮城県・福

島県の電源地域におけ

る，若手人財確保・育成

による地域企業活性化調

査事業 

㈱プロジェクト 

地域活性 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学

科 

渡部順一他 

1,000
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（４）受託試験，奨学寄附金，その他の外部資金 

 科学研究費，共同研究，受託研究以外の外部資金として，受託試験，奨学寄附金，その他の外部資

金を受け入れている（資料Ａ－１－②－７）。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 研究題目 共同研究者 担当教員 
金 額 

（単位：千円）

「いわき市ユニバーサ

ルデザイン推進指針」

策定業務 

いわき未来づくり

センター 

建設環境工学科 

齊藤充弘 
150

未利用資源(ヌタウナ

ギ，魚のうろこ等)の有

効活用に資する調査研

究・商品化事業 

(社)いわき産学官

ネットワーク協会

物質工学科 

伊藤正義 
2,500平成 18 

有機ケイ素系樹脂に関

する委託研究 

独立行政法人宇宙

航空研究開発機構

物質工学科 

伊藤正義 

500

（出典：地域環境テクノセンター報告書）

資料Ａ－１－②－７

受託試験（実績） 
 

年 度 件 数 金 額（単位：千円）

平成 16 5 76

平成 17 51 886

平成 18 93 1,046

 

奨学寄附金（実績） 
 

年 度 件 数 金 額（単位：千円）

平成 16 19 10,439

平成 17 16 10,155

平成 18 25 12,708

 

その他外部資金（実績） 
 

年 度 件 数 金 額（単位：千円）

平成 16 1 250

平成 17 3 1,084

平成 18 3 540

 

（出典：総務課資料）
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（５）研究活動 

研究活動については，その実績を①教材開発・教科書執筆等，②論文発表（学術論文），③学会・

研修会での発表（学会講演論文集），④各種受賞等の実績，⑤研究活動状況や成果についての新聞掲

載記事，及び⑥研究成果としての研究報告や発表論文，等の６つに分けて集計し，データにまとめて

いる。（資料Ａ－１－②－８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ａ－１－②－８ 

平成 16 年度～平成 18 年度の研究活動（実績） 

①教材開発・教科書執筆等 
 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 

機械工学科 0 2 1 

電気工学科 0 1 1 

物質工学科 0 0 3 

建設環境工学科 0 0 0 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 0 1 1 

一般教科 1 1 1 

合計 1 5 7 

 

②論文発表（学術論文） 
 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 

機械工学科 8 8 4 

電気工学科 8 10 6 

物質工学科 9 9 3 

建設環境工学科 7 6 8 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 11 5 6 

一般教科 17 16 15 

合計 60 54 42 

 

③学会・研修会発表（学会講演論文集） 
 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 

機械工学科 17 19 21 

電気工学科 15 22 22 

物質工学科 29 29 15 

建設環境工学科 23 23 28 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 5 8 7 

一般教科 22 18 14 

合計 111 119 107 
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（６）研究活動状況や成果についての広報活動 

 研究活動状況や成果についての広報活動の一環として，平成 16 年 10 月から平成 19 年３月まで，

地元新聞の「いわき民報」紙上に「福島高専の挑戦」と題する本校紹介記事が 30 ヶ月にわたって連

載された（資料Ａ－１－②－９～10）。その他に，福島工業高等専門学校教員総覧，福島工業高等専

門学校『技術／教育シーズ集』を毎年刊行している（資料Ａ－１－①－13～14）。 

 

 

④各種受賞等の実績 
 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 

機械工学科 0 1 1 

電気工学科 1 1 0 

物質工学科 0 0 1 

建設環境工学科 1 1 0 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 2 1 1 

一般教科 0 2 0 

合計 4 6 3 

 

⑤研究活動状況や成果についての新聞記事掲載（件数） 
 
 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 

機械工学科 0 1 7 

電気工学科 0 1 0 

物質工学科 1 3 0 

建設環境工学科 5 1 6 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 0 8 6 

一般教科 0 2 1 

合計 6 16 20 

 

⑥研究成果としての研究報告書，発表論文 

 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 

機械工学科 3 0 4 

電気工学科 0 2 0 

物質工学科 8 3 0 

建設環境工学科 6 6 10 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ情報学科 7 6 8 

一般教科 2 2 3 

合計 26 19 25 

（出典：認証評価小委員会資料） 
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資料Ａ－１－②－９

 

（出典：「いわき民報」新聞掲載記事） 
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資料Ａ－１－②－10

 

（出典：「いわき民報」新聞掲載記事） 
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（分析結果とその根拠理由） 

本校における研究活動の目的は，福島高専中期計画（平成15年12月策定）の中の「教育研究等の質

に関する目標（Ⅰ）に「教官研究を活発にし，教育や地域への還元を図る」と具体的に定めている｡ 

１．教員の研究活動 

平成16～18年度における教材開発・教科書執筆等，論文発表等（学術論文），学会・研修会発表

（学会講演論文集），研究成果としての研究報告書，発表論文としての公表の総数を合算すると，

576件となり，教員１人が３年間で発表した件数は7.4件／人，教員１人が年間で発表した件数は2.46

件／年・人となる。これ以外に新聞掲載，雑誌掲載，講演会・講習会講師，技術資料の提供などを加

えると，教員１人が１年間に発表する件数はかなりの数になる。平成16年度から平成18年度までの３

年間の科学研究費補助金の採択金額の推移は，2,500千円（分担金381千円，以下同じ），3,800千円

（580千円），9,590千円（700千円）と着実に増加しており，教員の研究活動が活発に行われている。 

２．教育や地域への還元 

 教育や地域への還元として，産学官連携活動がある。産学官連携による共同研究，受託研究，奨学

寄附金，受託試験及びその他の外部資金については，平成16年度が17,015千円で，これを100として

金額ベースで見ると，平成17年度は22,167.6千円で平成16年度比130，また平成18年度は27,034千円

で平成16年度比159となっており，研究成果の教育や地域への還元が着実に行われている。 

 

 

観点Ａ－１－③： 研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制が整備 

され，機能しているか。 

 

（観点に係る状況） 

研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための体制，活動として，「福島工業

高等専門学校における教員業績評価システム」，「研究力活性化等のためのワーキンググループ」，

及び「外部報告書又は自己点検・評価報告書」がある。 

（１）福島工業高等専門学校における教員業績評価システムについて 

研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っていくための評価システムとして，教員業績

評価システムを活用している。教員評価は，校長裁量経費の配分を主目的として平成 15 年８月１

日制定の「校長裁量経費（ポイント制）の配分方法及び審査・基準・評価方法等について」

（以下「旧ポイント制」と略記）が実施されており，また機構による評価としては，教員の顕

彰を主眼とした「国立高等専門学校教員顕彰実施要項」（以下「顕彰要項」と略記）が平成 16

年度から行われている。 

 一方で，平成 17 年 10 月に実施された福島工業高等専門学校第１回参与会（外部評価）（以下

「参与会」と略記）において，一部の参与から「例えば，教員の業績評価方法として，例えば，

規定部分と自由部分をトータルしての評価を考えてはどうか」との改善意見が出されたことから，

本校ではその後この提言に沿った教員業績評価システムの改定がなされ（平成 18 年６月６日校長裁

定）（資料Ａ―１―③―１），現在その評価システムが運用されている。 
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資料Ａ―１―③―１ 

福島工業高等専門学校における教員業績評価システムについて 

（平成 18 年６月６日校長裁定） 

１．評価システムの目的 

各国立高等専門学校は独立行政法人国立高等専門学校機構として再出発をし，本校も同機構に

所属する一つの学校として新たなスタートを切った。今後，機構は総務省政策評価・独立行政法

人評価委員会の評価を受けることとなり，各高専は第三者機関による認証評価に加えて自主的に

日本技術者教育認定機構（ＪＡＢＥＥ）を受審することとなる。特に認証評価やＪＡＢＥＥ受審

は，いずれも高等教育機関としての質の保障と向上を図るとともに，社会に対する説明責任（ア

カウンタビリティ）を果たすためのものであり，これらの評価や受審を通じて教育・学生指導・

研究・社会貢献等でそれぞれ活性化が図られ，各高専の質の向上にいかに資せられているかが最

大のポイントとなる。 

そこで，本校では，常に自らの教育・学生指導・研究・地域貢献等を自己点検・評価するシス

テムを完備し，その結果を個々の教員にフィードバックすることによって個々の教員の教育・学

生指導・研究・地域貢献等を活性化させ，同時に組織として活力向上のためにいかなる戦略を構

築し，そのフィードバックサイクルの結果として，本校全体の質の向上を図っているかが重要で

あり，その具体的な検証が求められる。 

以上のことを背景として，本校が実施する教員業績評価の主たる目的は，以下のようになる。 

①第三者評価に耐えうる評価システムとして，透明性が高く，レベルの明確な評価尺度を持

ち，自己改善の経緯が第三者にも理解できるようなシステムを構築し，社会に対する説明

責任を果たすこと。 

②個々の教員にとっては，本校の教育理念の実現に向けた事項との関連で，自己目標の達成

度を常に把握できるシステムとし，フィードバックの結果が自己改善につなげられるシス

テムとすること。 

③評価結果は，個々の教員に通知するばかりでなく，本校全体の戦略目標の設定，及びその

修正に役立つシステムとすること。 

２．これまでの評価等システム 

 本校における教員評価は，校長裁量経費の配分を主目的として平成 15 年８月１日制定の

「校長裁量経費（ポイント制）の配分方法及び審査・基準・評価方法等に ついて」（以下

「旧ポイント制」と略記）が実施されており，また機構による評価としては，教員の顕彰を

主眼とした「国立高等専門学校教員顕彰実施要項」（以下「顕彰要項」と略記）が平成 16 年度か

ら行われている。旧ポイント制に基づく評価は，①教育，②学生指導，③研究，④地域貢献，⑤

管理運営の各項目に分かれ，当該教員の自己申告・採点を下にその貢献度係数として各々35 点，

20 点，15 点，15 点，10 点の合計 100 点を満点としている。顕彰要項は，①教員の自己申請書の

内容 40 点，②当該教員の教育業績自己採点 20 点，③教員の相互評価結果 20 点，④学生の投票結

果 20 点の合計点は 100 点である。 

一方，平成 17 年 10 月 27 日及び 28 日の両日に亘って実施された福島工業高等専門学校第１回

参与会（外部評価）（以下「参与会」と略記）において，白鳥則郎委員（東北大学電気通信研究

所教授）から「例えば，規定部分と自由部分をトータルしての評価を考えては」との意見もいた

だいている。 
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これら旧ポイント制による評価に基づく経費配分及び顕彰要項に基づく顕彰は，当然ながらそ

の制定趣旨を異にしており並列的に同時対処することは十分可能である。しかしながら，旧ポイ

ント制と顕彰要項では特に，教育，学生指導，管理運営及び社会貢献の各項目では一部重複した

事項，あるいは互いに補完しあった方がよりよい事項がないわけではない。また旧ポイント制に

よる経費配分にあっては，教員の相互評価あるいは学生による授業等評価が加味されていないな

ど，今後の検討 課題とされるものもある。 

３．新たな評価の項目と評価の基準等 

（１）評価の基本的視点 

高等専門学校を含む高等教育機関は，第三者機関も積極的に活用しながら自らの存在意義及び

役割を検証すべき時代に至った。そのためには，自主的・自律的な機関（高専）評価を不断に行

い，その自己評価結果に基づいて，自己改革に努めていくことが前提となる。その趣旨からし

て，本来自己評価は，高等教育機関にふさわしい高専像を自主的に確立するためのものであり，

組織レベルでなされるべきものである。しかしながら，同時に高専の組織は，個々の教員の集合

体でもあり，個々の教員の教育・研究等活動の評価抜きではその全体像を正確に把握することは

できない。そのため教員評価の基本的視点として，各教員の諸活動に対する評価項目と，その評

価基準を設定し，これに基づき個々の教員評価を実施することとする。 

一方，教員評価の具体の検討に際しては，前述のとおり本校が平成 15 年度から実施している旧

ポイント制，機構本部が平成 16 年度から行っている顕彰要項，及び参与会での意見等を踏まえた

形で評価項目，評価基準を設定し教員評価を行う評価システムを構築することが現実的である。 

（２）評価システムの形態 

教員の個人評価システムの形態を規定部分と自由部分に分ける。 

規定部分は，顕彰要項の審査項目中「当該教員の教育業績自己採点」，「教員の相互評価結

果」及び「学生の評価結果」をもって充てることとするが，各々の配点は，30 点，10 点及び 20

点の合計 60 点とする。 

もう一方の規定部分には旧ポイント制から衣替えしたポイント制（以下「新ポイント制」

と略記）は，従来と同様「教育」，「学生指導」，「研究」，「地域貢献」及び「管理運

営」の各項目とし，貢献度係数も各々35 点，20 点，20 点，15 点，10 点とし合計 100 点を配

点とする。よって，規定部分としての合計は 160 点とする。 

一方，自由部分については教育，学生指導，研究，地域貢献，入学者対策，管理運営等の

各事項に係る自己申告に基づく評価とし，配点は 60 点とする。従って，評価全体の配点の合

計は 220 点とする。なお，自由部分の自己申告に関する各事項中，個別事項あるいは複数事

項の積み上げの結果，60 点を超える（規定部分と自由部分の合計では 220 点を超える）こと

も可能とする。 

（３）「規定部分」中，顕彰要項に係る評価事項と評価基準等 

１）当該教員の教育業績自己採点 

ａ 評価事項 

顕彰要項が別に定める（別添１参照）「Ａ：授業等の担当」，「Ｂ：ＦＤ活動，地域

貢献」，「Ｃ：学生生活指導」，「Ｄ：経歴関係」等に係る各事項及び配点による評価 

ｂ 自己採点方式 

｛〔(Ａ:授業等の担当)＋(Ｃ:学生生活指導)〕に係る自己採点の合計点｝×20 点／90 点
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＋｛〔（Ｂ：ＦＤ活動，地域貢献）＋（Ｄ：経歴関係）〕に係る自己採点の合計点｝×

10 点／80 点＝得点（小数点第２位まで，以下四捨五入） 

 ｃ 最高点 

   30 点。 

 ２）教員の相互評価結果 

  ａ 評価方法 

教育活動，学生生活指導，地域社会への貢献等に積極的に取り組んでいる，本人以外

の複数の教員の氏名を記入する。 

  ｂ 実施方法 

    ⅰ  全教員を対象とし，６名連記のうえ投票する。なお，６名連記のうち上位

３名は顕彰要項に基づく顕彰に該当するものとして取り扱う。 

    ⅱ 投票については，原則として無記名とするが記名があっても差し支えない。 

  ｃ 相互評価結果 

当該教員の順位をもとに換算する。 

10 点×〔(人数－順位）／(人数－１)〕＝得点（小数点第２位まで，以下四捨五入） 

  ｄ 最高点 

      10 点。 

  ３）学生の評価結果 

 ａ 評価方法 

      学生が以下の項目を参考に複数の教員の氏名を記入する。 

        ・教育が熱心な先生 

    ・分かりやすく教えてくれる先生 

    ・勉強の意義を良く教えてくれる先生 

    ・人生に夢を抱かせてくれる先生 

    ・部・サークルの指導，生活指導に熱心な先生 

  ｂ 実施方法 

    ⅰ 第３学年～第５学年の全学科において学生全員が次の投票を行う。 

        ・自分の属する専門学科の先生 ・・・ ３名 

        ・一般教科又は他学科の先生 ・・・・ ５名 

    ⅱ 教授～助手全員を対象とする。８名連記，同じ名前は書かない。無記名とする。 

  ｃ 学生の評価結果 

     当該教員の所属学科における順位をもとに換算する。 

20 点×〔(人数－順位)／(人数－１)〕＝得点（小数点第２位まで，以下四捨五入） 

  ｄ 最高点 

   20 点。 

（４）「規定部分」中，新ポイント制に係る評価事項と評価基準等 

 １）当該教員の教育業績自己採点 

  ａ 評価事項 

   別に定める（別添２参照）「Ａ:教育」，「Ｂ:学生指導」，「Ｃ:研究」，「Ｄ:地域

貢献」，「Ｅ:管理運営」に係る各事項及び貢献度係数を各々35 点，20 点，20 点，  
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15 点，10 点とした配点による評価 

  ｂ 自己採点方式 

   ⅰ 教育に係る貢献度 

当該教員の素点／教育に係る貢献度の最高素点×貢献度係数(35 点)＝得点(小数点

第２位まで，以下四捨五入） 

    ⅱ 学生指導に係る貢献度 

当該教員の素点／学生の指導に係る貢献度の最高素点×貢献度係数(20 点)＝得点

（小数点第２位まで，以下四捨五入） 

    ⅲ 研究に係る貢献度 

当該教員の素点／研究に係る貢献度の最高素点×貢献度係数(20 点)＝得点（小数

点第２位まで，以下四捨五入） 

    ⅳ 地域貢献に係る貢献度 

当該教員の素点／地域貢献に係る貢献度の最高素点×貢献度係数(15 点)＝得点(小数点

第２位まで，以下四捨五入） 

    ⅴ 管理運営に係る貢献度 

当該教員の素点／管理運営に係る貢献度の最高素点×貢献度係数(10 点)＝得点(小数点

第２位まで，以下四捨五入） 

    ⅵ 貢献度の集計及び最高点 

      上記ⅰ～ⅴの得点を合計する（小数点以下を切り上げる）。 なお，最高点は 100 点。 

（４）「自由部分」に係る評価事項と評価項目 

  ａ 評価項目 

自由部分に係る評価項目の例示として「Ａ：教育」，「Ｂ：学生指導」，「Ｃ：研究」，

「Ｄ：地域貢献」，「Ｅ：入学者対策」，「Ｆ：管理運営」，「Ｇ：その他の本校の個性化  

・活性化・教育研究の高度化への貢献」別に別添３のとおり示す。 

  ｂ 評価方法及び評価結果 

教員からの自己申告に基づき，校長が，評価する。 

 ｃ 最高点 

60 点。ただし，３の（２）のなお書きのとおり 60 点を超えることも可能とする。 

４．その他 

  １）規定部分に係る顕彰要項の「当該教員の教育業績自己採点」，新ポイント制の自己採点に

関しては，校長が一部査定することを妨げない。 

  ２）規定部分と自由部分の評価項目・評価事項で，一部類似又は重複する場合には，ダブルカ

ウントする。 
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福島工業高等専門学校における教員業績評価システムについて（骨子） 
 

１．評価に基づく配点 

規定部分： 

 

（１）顕彰要項に基づく評価 

 ・教育業績の自己採点  30点 

 ・教員による相互評価 10点 

 ・学生による教員評価 20点 

       計     60点 

 

（２）ポイント制に基づく評価 

・教育        35点 

・学生指導    20点 

・研究        20点 

・地域貢献    15点 

・管理運営    10点 

    計   100点 

 

 

 

 

 

 

＋

 

 

 

＋ 

自由部分： 

           自己申告に基づく評価        60点 

（教育・学生指導・研究・地域貢献・入学者対策・管理運営等） 

＝ 

総合点：  規定部分160点 ＋ 自由部分60点 ＝ 合計220点 

規  定  部  分  

大 項 目  

顕彰要項 

 

ポイント制

 

計 

 

比率 

 

自由部分 

 

 

合計 

「教 育」 （10点） 35点 

「学生指導」 （10点） 20点 

75点 

 

46.9％ 

「研 究」 － 20点 20点 

「地域貢献」 （5点） 15点 20点 

25.0％ 

「管理運営」 （5点） 10点 15点 9.4％ 

「教員間評価

」 

10点 － 10点 6.2％ 

「学生の評価

」 

20点 － 20点 12.5％ 

 

 

 

60点 

 

 

 

 

 

 

合 計 60点 100点 160点 100％ 60点 220点 

 

 

 注）自由部分の配点は，個別事項あるいは複数事項の積み上げの結果，60点を超える 

ことも有り得る。 

（出典：総務課資料） 
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（２）研究力活性化等のためのワーキンググループ 

 本校における研究力のさらなる飛躍と学生に対する教育力の向上を図ることを目的として，若手中

心の教員による各科横断の組織「研究力活性化等のためのワーキンググループ」が企画会の下に設置

され，研究活性化のための方策の検討と提案等を行っている（資料Ａ－１－③－２～３）。 

 

（３）「自己点検・評価」報告書 

平成 17 年８月に取りまとめを行った，平成 12 年度～平成 17 年度における「自己点検・評価」報

告書においては，「６. 研究活動の実施状況チェック，改善システム 選評１－③」で，「論文発表

件数，学会発表件数，卒業研究生および専攻科生の人数等を加味した研究費配分基準を設定している。

各教員が教育研究重点化促進調査表を作成し，それに基づく研究助成金が分配されている。 

 研究活動の実施状況チェック，改善システムの構築のため，「福島工業高等専門学校における教員

業績評価システム」の実施，「研究力等のためのワーキンググループ」設置の他，平成 19 年１月に

「平成１６年度校長裁量経費実施報告書」（資料Ａ－１－③－３）の作成，平成 19 年２月に「校長

戦略経費発表会」（資料Ａ－１－③－４）の開催，平成 19 年５月に「福島工業高等専門学校中期計

画とその実施状況（中間報告）の作成と発表会（資料Ａ－１－③－５）などの取組みが行われている。 

 なお，本校では，前述のごとく，平成 17 年 10 月に福島高専第１回参与会（外部評価）が開催され

たが，そこではまず本校の現況と概要説明が行われ，その後質疑応答がなされた（資料Ａ－１－③－

６）。平成 18 年１月に参与による評価項目の集計結果と意見・提言を取り纏めた「参与会報告書

（外部評価）」が提出され（資料Ａ－１－③－７），その後，この参与会報告書に盛り込まれた種々

の提言に対して，教員業績評価システムの見直し等の改善の取組みが行われた。 
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資料Ａ－１－③－２
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（出典：総務課資料）
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資料Ａ－１－③－３

（出典：「研究力活性化等のためのワーキンググループ」委員会議事録）
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（出典：校長裁量経費実績報告書）
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資料Ａ－１－③－４
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（出典：校長戦略経費発表会資料）
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資料Ａ－１－③－５

（出典：点検及び評価に関する検討委員会資料） 
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資料Ａ－１－③－６

 

Ⅲ．福島工業高等専門学校の説明 

 

（第１日目） 
 

１．高等専門学校制度と福島工業高等専門学校の概要について 

２．福島高専の本科教育について 

３．授業および施設見学 

（１）４年物質（物理化学Ⅱ） 

（２）３年機械（ＬＬ教室，英語Ａ） 

（３）３年建設（微積分Ａ） 

（４）５年コミ情（情報処理教育センター，貿易実務） 

（５）４年機械（実習工場，工学実験） 

（６）図書館 

４．福島高専の専攻科教育について 

５．福島高専の学生支援について 

６．学生寮の生活支援について 

 

 

（第２日目） 
 

７．福島高専の研究活動について 

８．地域社会との連携について 

９．施設・整備・財務・管理運営について 

10．討議・質疑応答 

（出典：参与会報告書（外部評価）） 
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（出典：参与会報告書（外部評価））
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（分析結果とその根拠理由） 

 「福島工業高等専門学校における教員業績評価システム」や「研究力活性化等のためのワーキング

グループ」などによって，研究活動等の実施状況や問題点を把握し，改善を図っている。実施及び改

善状況の点検・評価のため，校長戦略経費実施報告書の作成，校長戦略経費発表会，「福島高専中期

計画」に係る中間報告書の作成と実施計画の発表会等を行っている。また，平成17年度の「自己点検

・評価」報告書ならびに参与会報告書（外部報告）を受けて，「福島高専教員業績評価システム」の

改定がなされるなど，種々の改善の取組みも行われている。以上のことから，研究活動の実施状況や

問題点を把握して改善を図っていくための体制が整備され，機能している。 

 

（２）優れた点及び改善を要する点 

（優れた点）  

・教職員の教育研究活動の充実と活性化，教育研究内容の外部への情報発信及び地域連携の強化等を

目的に，学内に教職員による「教育研究談話会」を設置して活動しているほか，研究紀要や教員総

覧に加えて独自の「技術／教育シーズ集」を刊行し，内外に公表・配布している。 

・ 地域環境テクノセンターを中心に積極的に産学官連携活動を行い，「産学官連携のつどい」の開

催や共同研究等の推進を通じて，外部資金の獲得面で成果を上げている。 

 

（改善を要する点）  

該当なし。 

 

（３）選択的評価事項Ａの自己評価の概要 

 本校における研究の目的は，中期目標（平成15年12月制定）の「教育研究等の質に関する目標

（Ⅰ）」に示すように，「教官研究を活発にし，教育や地域への還元を図る」として定められている。 

 この目標達成のため，各教員がそれぞれ専門分野のテーマを持って研究に従事しており，学会発表

のほか外部専門誌や研究紀要等への論文投稿等により，その成果を公表している。また，本校では，

学内に教職員による「教育研究懇話会」を設置し，その定期開催により教育研究活動の充実と活性化，

外部への情報発信及び地域連携の強化等を図っている。また，地域環境テクノセンターを中心として，

地域社会との連携協力活動も活発に行っており，地元の市や企業等との共同研究や受託研究等の面で

成果を上げている。一方，教育業績評価システムの改定と運用，校長裁量経費実績報告書の刊行と校

長戦略経費発表会の開催，中期計画中間報告書の作成と実施計画発表会の開催，自己点検・評価報告

書の取りまとめと参与会の開催などを通じて，研究活動の実施状況や問題点を分析・把握し，継続的

な改善に努めている。 

 

（４）目的の達成状況の判断 

目的の達成状況がおおむね良好である。 
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Ⅳ 選択的評価事項Ｂ 正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況 

 

１ 選択的評価事項Ｂ「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」に係る目的 

 

 福島工業高等専門学校（以下,本校とする）は福島県の東南部に位置し且つ太平洋に面したいわき市にある。本校の入学生は，主

にいわき市を中心に福島県内，茨城県北部の出身者が多いことなどから，本校が取り組む教育サービスの提供範囲は，自ずとそれと

同等の広さを持つものと考えられる。本校が，地域の人々に対して，「正規課程の学生以外に対する教育サービス」を提供する目的

は，地域の高等教育機関として地域社会や産業の発展に役立つ有為な人材の育成に貢献することである。その目的実現のために，本

校では，その教職員と学生の人的資源及び学校の教育施設や設備を活かし，理科教育や生涯教育も含めた地域の教育活動に積極的に

関わり，地域住民への教育研究の情報提供や公開講座，出前授業等の多くの学習機会を提供している。本校の正規学生以外に対する

教育サービスの実践例としては，次の４つの形態がある。 

１）正規学生以外の者への正規授業の開放 

２）市民向けの公開講座やセミナーの開催 

３）学外の催し物等に対する支援 

４）学校施設の開放 

また，これらのサービスを提供するために，具体的に以下の事業を推進している。 

ａ）聴講生や研究生の制度に加え，近隣の大学等との単位互換協定を結び，本校以外の学生の受け入れ態勢を整えている。 

ｂ）教職員の専門的な知識や技術及び学校の教育施設・設備を活かして，数多くの公開講座を実施している。 

ｃ）本校独自の技術／教育シーズ集を刊行・配布し，地域の理科教育やモノづくり教育への協力支援を行っている。 

ｄ）地域の小・中学校からの依頼や要請に応じ，積極的な広報活動の下で出前授業，実験教室を実施している。 

ｅ）中学生を対象とする本校主催のロボットコンテスト，プログラミングコンテスト，デザインコンテストを企画開催し，技術

やノウハウなどを提供している。 

ｆ）小・中学校教員向けの公開講座を企画開催し，科学技術教育の啓蒙活動を行っている。 

ｇ）地域で開催される様々な企画催し物に出展して，モノづくり教育等に関する情報提供を行っている。 

ｈ）学校図書館を市民に開放して所蔵資料の有効活用を図るとともに，生涯学習の場所と機会を提供している。 

ｉ）体育館やグランド等の時間外使用を提供し，生涯学習や課外活動を積極的に支援している。 
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２ 選択的評価事項Ｂ「正規課程の学生以外に対する教育サービスの状況」の自己評価 

（１）観点ごとの分析 

観点Ｂ－１－①： 高等専門学校の教育サービスの目的に照らして，公開講座等の正規課程の学

生以外に対する教育サービスが計画的に実施されているか。 

 

（観点に係る状況） 

本校の正規学生以外に対する教育サービスとして，１）正規学生以外の者ヘの正規授業の開放，

２）市民向けの公開講座やセミナーの開催，３）学外の催し物等の企画に対する支援，４）学校施設

の開放の４つの形態がある。  

１）に関しては，研究生制度（資料Ｂ－１－①－１），聴講生制度（資料Ｂ－１－①－２）及び科

目等履修生制度（資料Ｂ－１－①－３）がある。茨城大学及び茨城工業高等専門学校と単位互換協定

（資料Ｂ－１－①－４）を締結したのに伴い，平成17年度から特別聴講学生制度（資料Ｂ－１－①－

５～６）を設け，相互の学生受入れを可能にしている。これら第一の教育サービスに関する諸事項は，

教務委員会が担当している。  

 

 

 

 

 

資料Ｂ－１－①－１

 

 

 

 

 

（出典：福島工業高等専門学校規則集） 
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資料Ｂ－１－①－２

（出典：福島工業高等専門学校規則集） 

資料Ｂ－１－①－３

（出典：福島工業高等専門学校規則集） 
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資料Ｂ－１－①－４

 

（出典：総務課資料） 
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資料Ｂ－１－①－５

（出典：教務委員会資料） 

資料Ｂ－１－①－６ 

（出典：教務委員会資料） 
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２）の教育サービスとしては，公開講座の企画開催がある。地域環境テクノセンターの教育部門と総

務部の地域連携係が各種の企画調整を行っている（資料Ａ－１－①－９，資料Ｂ－１－①－７）。公

開講座の企画開催に当たっては，前年度に開催責任者が企画を地域環境テクノセンターに提出し，関

係部署や担当者間での調整を経て開催されている（資料Ｂ－１－①－８）。平成 16～18 年度に開講

された公開講座の実績を示す（資料Ｂ－１－①－９）。平成 16 年度は国立高専の独立行政法人化の

移行期とも重なり，公開講座の開講数は２件のみであったが，平成 18 年度には本校主催の公開講座

の開催数は９件に増え，さらに共催のものも含めると公開講座の開催数は計 12 件にまで増加してい

る。また，その内容も理科教育，ものづくり，プログラミング，構造物の作製，語学教育など多様で，

本校の特色を活かしたものになっている。本校には，地元企業を中心とする「福島高専協力会」の支

援組織が設立されており，研究，教育の支援を得ている。協力会総会では，社会人技術者の再教育プ

ログラムへの応募方法，共同研究などの受け入れの説明を行い，また，本校の教育サービスの広報を

行っている（資料Ｂ－１－①－９）。本校は，平成 18 年度にいわき市と連携協力協定を締結し，産

業，環境，福祉，教育等の様々な面で相互に連携協力することとしている（資料Ｂ－１－①－10）。 

高専の教員の専門性を一般市民へ還元する場として，いわき市生涯学習プラザが開催している公開講

座（いわきヒューマンカレッジ）がある。この中の環境科学部門は，本校教員が中心となって企画実

施している（資料Ｂ－１－①－11）。近年，子供や学生の理科離れの問題が深刻化していることから，

文部科学省は大学等学校開放事業の展開を進め，本校でも専門学科や情報センターが企画した催しを

毎年実施している。参加者数は，平成 13 年度から 90 名，84 名，65 名，84 名，151 名と参加者数も

開催テーマ数も増加している（資料Ｂ－１－①－12）。平成 13 年より開催されている中学生ロボッ

トコンテストは，本校のモノづくり教育への取り組みやアドミッションポリシーを意識した企画行事

であり，平成 18 年度は第６回目となり，参加校は県内 13 校となっている（資料Ｂ－１－①－13）。

中学生を対象とした本校主催のプログラミングコンテストやデザインコンテストも，平成 18 年度か

ら実施している（資料Ｂ－１－①－14～15）。 

 

 

 

資料Ｂ－１－①－７

（出典：福島工業高等専門学校規則集）
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資料Ｂ－１－①－９

（出典：福島工業高等専門学校ホームページ）

資料Ｂ－１－①－８

（出典：地域環境テクノセンター報告書）
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資料Ｂ－１－①－10

（出典：いわき民報社ホームページ）

資料Ｂ－１－①－11

（出典：いわき市生涯学習プラザホームページ）
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資料Ｂ－１－①－13

 

（出典：地域環境テクノセンター資料） 

資料Ｂ－１－①－12

（出典：地域環境テクノセンター報告書）
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（出典：福島工業高等専門学校ホームページ） 

 

資料Ｂ－１－①－14 
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上記３）の学外の催し物等の企画に対する支援の実施例として， 

①地域小中学校への出前授業と学習者の受け入れ（資料Ｂ－１－①－16）  

②地域の催し物へのソーラーカーの出展協力  

③学協会主催企画の開催 

などがある。これらの活動も地域環境テクノセンターが窓口になり関係者との調整を行っている。上

記①については，小・中学校での総合学習の時間に関するものが多くなっているが，地域における科

学知識の普及活動の一環として積極的に取り組んでいる。上記②については，青少年のための科学の

祭典や商工会議所企画の催し物にエネルギー研究会製作のソーラーカーを展示し，デモ走行などを

行っている。上記③は，教員が所属する学会の講演会や講習会などを企画開催して，科学技術の普及

や導入活動を展開している。物質工学科では，毎年「化学への招待」（日本化学会主催）を開催して

化学の普及活動に取り組んでいる。本校教員の教育活動や学習支援情報は，地域環境テクノセンター

が教育シーズ集（資料Ｂ－１－①－17）の冊子にまとめ，地域の小・中学校や高校などに配布してい

る。教育シーズ集はweb上に公開され，教育情報を提供している（資料Ｂ－１－①－18）。正規課程の

学生以外に対するその他の教育サービスとして，学校施設の開放があり，グラウンド，体育館，テニ

スコートなどの体育施設と図書館が市民に開放されている（資料Ｂ－１－①－19～20）。体育館やグ

ラウンドは，社会人やスポーツ団体に利用され，また，地域におけるスポーツ大会などで会場として

も利用されている。 

資料Ｂ－１－①－15 

（出典：福島工業高等専門学校ホームページ）
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資料Ｂ－１－①－17

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料Ｂ－１－①－16

（出典：地域環境テクノセンター報告書）
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資料Ｂ－１－①－19

（出典：福島高専図書館ホームページ）

資料Ｂ－１－①－18

（出典：福島工業高等専門学校ホームページ）
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【分析結果とその根拠理由】  

本校では正規学生以外の者が正規の授業を受講できる機会を提供するため，市民向けの公開講座や

セミナーの開催，学外の催し物等への支援，学校施設の開放等に取り組んできた。  

その第一の教育サービスとして，研究生，聴講生，科目等履修生の制度の開設や近隣大学等との単

位互換協定の締結及び特別聴講学生制度の導入などの学習環境の整備に取り組んできた。また，第二

の教育サービスとして，公開講座や大学等地域開放事業への取り組み，さらに第三の支援サービスと

しては，地域催し物へのソーラーカーの出展協力，地域小中学校への教員の派遣，教員が所属する学

協会などが主催する地域活動の立案と実施などを行ってきた。その他第四の取り組みとして，図書館

や体育施設などの市民への開放等の学校施設の開放を行ってきた。特に図書館では利用手続きを簡素

化し，それらをウェブサイトで公開するなどの情報提供のサービスも行っている。以上のことから，

本校では正規学生以外の者に対する教育サービスが計画的，体系的に実施されている。 

 

 

 

 

 

資料Ｂ－１－①－20

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：福島高専図書館ホームページ）
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観点Ｂ－１－②： サービス享受者数やその満足度等から判断して，活動の成果が上がっている

か。また，改善のためのシステムがあり，機能しているか。 

 

（観点に係る状況） 

 正規学生以外の者に対して正規の授業を受講できる形態に単位互換制度を利用した特別聴講学生制

度を設け，サービスの充実を図っている。運用開始が平成19年度であるため，この制度による特別聴

講生の受入実績はまだ得られていない。一方，市民向けの公開講座やセミナー等の企画実施は，主に

地域環境テクノセンターを中心に行われている。平成18年度に実施した本校主催の公開講座は９件で

あった。参加対象者をできるだけ広く設定し，より多くの人が受講できるように配慮している。また，

受講者を小・中学校教員などの対象者に限定することによって，その内容の高度化と併せ実際の学校

の授業の中で利用できる教材，実験技術を本校教員が提供する講座も企画実施されている（資料Ｂ－

１－①－８）。この様な企画について，公開講座終了後に受講者へのアンケート調査を実施したが，

受講者からは高い評価と満足度が得られている（資料Ｂ－１－②－１）。公開講座などの事業の評価

については従来参加者による評価だけが行われてきたが，講座の企画などを含めた総合的な評価を行

うため，全校的取り組みとして平成18年度から公開講座の実施後に実施報告書を提出することとした

（資料Ｂ－１－②－２）。これにより，個々の公開講座に対する自己評価を行い，その結果を次年度

以降の改善の取り組みに活かせるようにしている。 

 

【分析結果とその根拠理由】  

 本校の正規学生以外の者に対する教育サービスとして，公開講座，出前授業，学校施設の開放など

が積極的に行われ，それらの教育サービスの利用者数が把握されている。公開講座の実施後にアン

ケート調査を行い，受講者の意見や満足度を把握・分析しているほか，公開講座の実施担当者には，

終了後に実施報告書を提出させ，それらの自己評価結果を次年度以降の改善取り組みに活かせるよう

にしている。以上のことから，サービス享受者数やその満足度等から判断して，活動の成果が上がっ

ており，また，改善のためのシステムがあり，機能している。 
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資料Ｂ－１－②－１

 

 

（出典：地域環境テクノセンター報告書） 
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資料Ｂ－１－②－２

 

 

（出典：地域環境テクノセンター資料） 
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（２）優れた点と改善を要する点 

【優れた点】  

・地域への教育支援として，小・中学校への出前授業や小・中学校教員向けの生物実験公開講座の開

講など，教職員が持つ専門知識や技術を活かした特色ある教育支援活動を行っている。 

 

（改善を要する点）  

 該当なし 

 

 

（３）選択的評価事項Ｂの自己評価の概要 

 本校の正規学生以外の者に対する教育サービスとして，研究生，聴講生，科目等履修生の制度の

ほか，近隣大学等との単位互換協定による特別聴講学生制度等による学習機会の提供，市民向けの公

開講座やセミナーの開催，学外の催し物等に対する支援，学校施設の開放に取り組んでいる。  

公開講座については，その参加対象者を一般，小・中学生，親子などに広げる一方で，一部内容を

高度化し，小・中学校教員等への本校の知的あるいは技術情報の提供なども試みている。大学等地域

開放特別事業では，小・中学生や市民の理工系分野への啓蒙を図るために，「モデルロケット教室」

などの新たな分野の発明発見教室の開催にも積極的に取り組んできた。さらに，平成13年度からは毎

年本校主催の「中学生ロボットコンテスト」を開催し，平成18年度からはプログラミングとデザイン

の２部門を加えたコンテストを企画開催している。  

 その他の支援サービスとして，地域内の小・中学校への出前授業や実験教室の開催，地域催し物へ

のソーラーカーの出展や走行実験など学生も含めた地域支援活動も積極的に行っている。また，図書

館や体育館等の学校施設の開放も進めている。本校の正規学生以外の者に対するこれら４つの教育

サービスについて，それらの享受者数や利用者数が把握され，アンケートなどによる満足度調査も行

われている。これらの教育サービスは，担当する委員会等を明確にして企画・運営がなされている。 

 

（４）目的の達成状況の判断 

 目的の達成状況が良好である。 
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